
農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 農村振興局（北海道）

都道府県名 北海道 関係市町村名 新冠郡 新冠 町
にいかつぷぐん にいかつぷちよう

事 業 名 農地保全事業 地 区 名 太陽地区
たいよう

（地すべり対策事業）

事業主体名 北海道 事業完了年度 平成23年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、新冠町市街地の北部に位置する厚別川支流の比宇川（びうがわ）沿い

に広がる農業地帯であり、畑作や水田を中心とした営農が展開されている。
地区内の地形は、河岸段丘を呈し、地質等から地すべりが発生しやすい条件とな

っており、昭和63年頃から地すべりによる土塊の移動が見られ、平成２年頃からそ
の動きが活発となり、豪雨時や融雪期には地すべりが発生し、農地や農業用施設に
被害が発生していた。
このため、本事業により抑止工、地表水排除工、地下水排除工などの対策工を実
施することにより、地区内における地すべりの発生を抑制し、農地や農業用施設の
保全、営農環境の確保、地域住民の生活の安定と国土保全に資する。

受益面積：39ha
受益者数：５人
主要工事：抑止工（法面工6,279m2、土留工80ｍ、杭打工120ｍ、法枠工85ｍ）

地表水排除工（水路工3,617ｍ）
地下水排除工（集水井工４箇所、横穴工3,726ｍ）

総事業費：1,276百万円
工 期：平成４年度～平成23年度（計画変更：平成16年度）
関連事業：なし

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地域の総人口について、平成２年と平成27年を比較すると20％低下し、北海道全体の減
少率５％を上回っている。（北海道全体 Ｈ２年：5,643,647人 Ｈ27年：5,383,579人）

【人口、世帯数】
区分 平成２年 平成27年 増減率

総人口 6,947人 5,592人 △20％
総世帯数 2,291戸 2,405戸 ５％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、第１次産業の割合が平成２年の50％から平成27年の37％に減
少しているものの、平成27年の北海道全体の割合７％を上回っている。

【産業別就業人口】
区分 平成２年 平成27年

割合 割合
第１次産業 1,759人 50％ 1,070人 37％
第２次産業 689人 19％ 427人 14％
第３次産業 1,082人 31％ 1,426人 49％

（出典：国勢調査）

（２）地域農業の動向
平成２年と平成27年を比較すると、耕地面積については22％増加しているものの、農家戸

数は43％、農業就業人口は68％減少しており、65歳以上の農業就業人口も43％減少してい



る。
一方、農家１戸当たりの経営面積は114％増加しており、認定農業者数も０人から175人

に増加している。

区分 平成２年 平成27年 増減率
耕地面積 4,912ha 5,987ha 22％
農家戸数 393戸 224戸 △43％
農業就業人口 1,766人 558人 △68％
うち65歳以上 306人 174人 △43％

戸当たり経営面積 12.5ha/戸 26.7ha/戸 114％
認定農業者数 ０人 175人 皆増

（出典：農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は北海道調べ）
※平成２年の認定農業者数は、平成７年データによる

２ 事業により整備された施設の管理状況
本事業により造成された施設は、事業完了後、北海道により、巡回・点検等の日常管理が適
切に行われている。

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
（１）想定被害地域における各種資産の変動
地すべり想定被害区域内の土地利用は、最終計画と同様となっており、変動は見られな

い。

【地すべり区域】 （単位：ha)
区分 現況 最終計画 評価時点

（事業実施前） （平成16年） （平成29年）
水田 7.37 7.37 7.37
普通畑 13.18 13.94 13.94
山林 14.78 15.50 15.50
採草放牧地 0.22 0.22 0.22
宅地 0.38 0.38 0.38
その他 1.06 1.62 1.62

（出典:新冠町聞き取り）

【地区外被害想定区域】 （単位：ha)
区分 現況 最終計画 評価時点

（事業実施前） （平成16年） （平成29年）
水田 3.81 5.46 5.46
普通畑 1.16 1.16 1.16
宅地 0.81 0.81 0.81
その他 0.13 0.46 0.46

（出典:新冠町聞き取り）

４ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

本事業により、地すべりの最大原因となっている地下水の排除を目的とした横穴工、集水
井工、水路工の実施や地すべり土塊に対しての抑止工による対策工を実施した結果、地すべ
りが活性化した平成２年の日最大降水量（115mm）を超える降雨が平成28年（日最大降水量
：145mm）にあったものの、地すべり被害は発生しておらず、農地が保全され農業生産が維
持されるとともに、被害想定区域を流れる河川の下流域も含め、地域住民の生活の安定と国
土保全が図られている。

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 産地収益力の向上

本事業の実施に伴い、安定した農業生産が可能となったことにより、(有)にいかっぷホ
ロシリクラブが地区内で生産されたピーマンを利用して、ソフトクリームやようかん、チ
ップス等の加工品を道の駅サラブレッドロード新冠において販売しており、農産物の高付



加価値化が図られている。
また、この取組により、物産店では４～５人の雇用が創出され、地域の活性化に寄与して
いる。

（３）事後評価時点における費用対効果分析の結果
妥当投資額 1,639百万円
総事業費 1,471百万円
投資効率 1.11

（注）投資効率方式により算定。

５ 事業実施による環境の変化
（１）生活環境

地すべり防止区域内での地すべりの発生が抑制されていることにより、農地のみならず、
家屋や道路への被害が回避され、安全・安定な生活環境が確保されている。

（２）自然環境
施設の整備にあたっては、動植物等の生息環境を害さぬよう横穴ボーリング工事等に伴い

発生する汚濁を沈殿槽等にて抑え水質を保全し、また、低騒音・低振動・排ガスに対応した
機械の使用はもとより工事による樹木等の伐採を最小限にするなど周辺環境へ配慮した対策
を行った結果、ヒグマ、エゾシカ等の大型動物やエゾリス、シマリス等の小型動物などの生
息環境が維持保全されている。

６ 今後の課題等
今後も地すべりの発生を防止していくためには、事業により造成された施設を適切に維持管

理していく必要がある。また、近年頻発化している集中豪雨等の発生に備え、ハード対策だけ
でなく、地域住民との連携による防災体制づくりといったソフト対策を一層推進していく必要
がある。

事 後 評 価 結 果 事業実施により、地すべりが活性化した年以上の降雨においても、
地すべり被害は発生しておらず、農地が保全され農業生産が維持され
るとともに、被害想定区域を流れる河川の下流域も含め、地域住民の
生活の安定と国土保全が図られている。
また、安定した農業生産が可能となったことにより、地区内農産物

を利用したソフトクリームやようかん、チップス等の加工品の販売に
取り組んでおり、農産物の高付加価値化が図られるとともに、地域の
物産店では４～５人の雇用が創出され、地域の活性化に寄与してい
る。
今後は、近年頻発化している集中豪雨等の発生に備え、ハード対策

だけでなく、地域住民との連携による防災体制づくりといったソフト
対策を一層推進していく必要がある。

第 三 者 の 意 見



太陽地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 農地保全事業（地すべり対策事業） 都道府県名 北海道 地区名 太陽

１．地区の概要
① 関係市町村：北海道新冠郡新冠町
② 受 益 面 積：39ha
③ 主 要 工 事：抑止工（法面工6,279m2、土留工80ｍ、杭打工120ｍ、法枠工85ｍ）

地表水排除工（水路工3,617ｍ）
地下水排除工（集水井工４箇所、横穴工3,726ｍ）

④ 事 業 費：1,276百万円
⑤ 事 業 期 間：平成４年度～平成23年度（最終計画変更：平成16年度）
⑥ 関 連 事 業：なし

２．投資効率の算定
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 1,470,665

年総効果額 ② 85,410

廃用損失額 ③ 0 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 40年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋建設利 ⑤ 0.0521 総合耐用年数に応じ、年総効果
息率） 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 1,639,347

投資効率 ⑦＝⑥÷① 1.11

３．年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目

生産基盤保全効果

災害防止効果 85,410 地すべり対策施設の整備により地すべりの発生に伴
う被害が軽減される効果

計 85,410



４．効果額の算定方法

（１）災害防止効果

○効果の考え方
地すべり対策施設の整備により、地すべりの発生に伴う作物、農用地、農業用施設、一般資産

及び公共資産の被害が防止又は軽減される効果。

○対象施設
水田、普通畑、山林、採草放牧地、宅地、施設用地、道路、河川

○効果算定式
年効果額＝想定被害軽減額×還元率

○年効果額の算定
想定被害軽減額 還元率 年効果額 備考

① ② ③＝①×②
千円 千円

1,691,294 0.0505 85,410 耐用年数40年

・想定被害軽減額：最終計画変更時点（H16）の基本計画書に記載された各種諸元を基に算定
・還元率：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換算するための係数

５.評価に使用した資料
【共通】
・農林水産省構造改善局計画部監修（1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振
興局企画部長通知（平成29年３月24日一部改正））

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成29年３月24日付け農村振興局
整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元については、北海道農政部農村計画課調べ

【便益】
・北海道（平成16年度）「太陽地区基本計画書」
・北海道農政事務所「北海道農林水産統計年報（農林編）」
・農林水産省大臣官房統計部（平成22年）「2010農林業センサス」
・便益算定に必要な各種諸元は、北海道農政部農村計画課調べ



地すべり区域指定事項

地 域 番 号

地 区 名

農地保全事業（地すべり対策事業） 太陽地区 概要図
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技術検討会委員からの事前意見及び意見への回答（農地保全事業　太陽地区）
番号 発言者 該当項目 意見等 回答

1 宗岡委員
一枚概要、基礎資料、評
価結果書の「事業目的」

本事業は、受益地内の農地の改良を行うのではなく、農地周辺の
土地を対象に地すべり対策の整備を行ったという理解で良いか。

確認結果
然り。
地すべり対策は農地や農業用施設等の被害を防止又は軽減することを目的としており、本地
区においては、地下水の排除や斜面の安定性の確保といった対策が主であることから、農地
の改良は行っていなく、農地周辺の対策となっています。

2 宗岡委員
一枚概要、基礎資料、評
価結果書の「事業目的」

事業実施の背景として、本地区は地すべりが発生しやすい地形等
の特性がある旨を追記した方が分かりやすいのではないか。

意見を踏まえ、記載内容を修正
（修正前）
「地区内では、昭和63年頃から～」

（修正後）
「地区内の地形は、河岸段丘を呈し、地質等から地すべりが発生しやすい条件となっており、
昭和63年頃から～」

3
大熊委員
宗岡委員

一枚概要、基礎資料、評
価結果書の「事業概要」

事業費に対して、事業工期が長いように思われるが、その理由は
何か。

確認結果
平成13年頃には、ほぼ対策が完了していたが、平成13年9月の大雨及び平成15年8月の台風
による豪雨により地すべりが発生し、新たに対策を行う必要が生じ、そのための地すべりの状
況確認や工法検討に時間を要したことから、事業工期が長くなっています。

4 井上委員長
一枚概要、基礎資料、評
価結果書の「４(1)事業の
目的に関する事項」

地すべり区域や地区外被害想定区域における被害の防止を効果
として算定しているようだが、地すべりの防止により、例えば河川の
塞き止めが防止されるなど、河川の下流域にも効果が出ているの
ではないか。

意見を踏まえ、記載内容を修正
（修正前）
「～農業生産が維持されるとともに、地域住民の～」

（修正後）
「～農業生産が維持されるとともに、被害想定区域を流れる河川の下流域も含め、地域住民
の～」

ご意見のとおり、河川の下流域にも効果（河川の氾濫による下流の農地や宅地の被害防止）
があるものと認識しているが、影響範囲の特定が難しいため、今回の定量的な効果算定では
地すべりの発生により、河川に土砂が流入することを想定し、河川が塞き止められることを防
止する効果（土砂撤去費用）を計上しています。

5 大熊委員
一枚概要、基礎資料、評
価結果書の「４(2)①産地
収益力の向上」

６次産業化による取組は、地域活性化の観点からは良いことだと
思うが、本事業による波及効果としての関連性が弱いと思われる。

回答
本事業により農地や農業用施設の地すべりによる被害が解消され、地区内農産物の安定生
産が可能となっています。このような事業効果を期待し事業実施途中から地区内でピーマンな
ど新たな作物の導入が進み、それを利用した加工品を道の駅で販売しており、農産物の高付
加価値化が図られ、産地収益力の向上に寄与しています。


